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第 158号（2017001） 2017年 3月 30日 

みずほ銀行 産業調査部 

Mizuho Short Industry Focus 
住宅用太陽光発電の普及拡大に向けて ～急成長から持続的発展のステージへ～ 

【要約】 

 我が国の住宅用太陽光発電は、国からの補助金による支援や 2009 年から始まった余剰電力買取制度

（2012 年 7 月以降は FIT に移行）によって普及拡大が進み、導入件数は 200 万件以上に達した。しかし足

下では、補助金の終了や、住宅用太陽光発電システムの販売事業者による住宅用から非住宅用への戦略

転換、接続保留問題の発生等に伴い、導入ペースは鈍化している。 

 一方、導入推移を既築住宅・新築住宅に分けて分析すると、新築かつ注文住宅においては、住宅用太陽光

発電の搭載率の伸びが続いている。さらに、地球温暖化対策が将来的に不可欠であることに鑑みれば、住

宅用太陽光発電の重要性が再認識される可能性が高い。温室効果ガス削減目標の達成に向け、家庭部門

における対策のひとつが ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現による住宅の省エネ化であり、政府は

ZEH 普及に向けた取り組みを進めている。太陽光発電システムの設置が不可欠である ZEH の推進は住宅

用太陽光発電の拡大を後押しするものと考えられる。 

 2019年以降は、2009年に開始した余剰電力買取制度の認定を受けた住宅用太陽光発電が 10年間の買取

期間の終了を迎え始める。買取期間終了後は売電価格が大幅に下がる見通しであり、消費者の意識も余剰

電力の売電から自家消費へシフトしていくと考えられる。さらに将来的には、多くの住宅に分散的に導入され

た住宅用太陽光発電は、単一の住宅のみでなく、地域全体の効率的なエネルギー活用において重要な一

翼を担う電源へと進化する潜在力がある。 

 住宅用太陽光発電の拡大にはコスト面等の課題もある。しかしながら、環境面等の社会的意義も見出せる住

宅用太陽光発電が、官民連携により事業環境整備が進められ、自立的・安定的に導入されて持続的に拡大

し、地域の新しいエネルギーシステムの構築に向けて発展することを期待したい。 

2017 年 3 月 14 日、経済産業省は再生可能エネルギーの固定価格買取制度（Feed in 

Tariff、以下 FIT）1の 2017 年度買取価格の決定を発表した。住宅用太陽光発電の買取

価格については、今後 3 年間毎年低減することとなり、FIT からの自立に向けた動きが

見受けられる。本稿では、住宅用太陽光発電の導入動向を踏まえ、将来的に住宅用太

陽光発電が FIT に頼らない自立的な電源として普及するための在り方につき考察する。 

1． 住宅用太陽光発電の導入推移と足下の環境 

1973 年の第一次オイルショックを契機とするサンシャイン計画以降、日本では太陽光発

電の技術開発への取り組みが進められてきた。1992年に国内で初めて個人住宅におけ

る“逆潮流2あり系統連系”が実現し、家庭の太陽光発電システムで発電した電気の余剰

分を電力会社に売電し、電力が不足する時には買電する、電気の双方向の融通が可

能となった。1994 年には「住宅用太陽光発電システムモニター事業」による国からの補

助金制度が開始し、太陽光発電の一般家庭への普及が始まった。その後も補助金制度

                                                   
1 再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、国が定める固定価格で一定期間電気事業者が買い取るこ

とを義務づける制度。2012年 7月 1日に開始した。発電した電気は全量が買取対象になるが、住宅用など 10kW未満の太陽光の場合は、自家消費後

の余剰分が買取対象となる。 
2 逆潮流とは、自家発電力が消費電力を上回った場合に、その余剰電力が電力会社の配電線に戻ること。 
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は、「住宅用太陽光発電導入基盤整備事業」、「住宅用太陽光発電導入促進事業」と

事業名を変えながら 2006 年 3 月まで 12 年間続き、住宅用太陽光発電は堅調に導入

件数を伸ばした（【図表 1】）。 

2006 年 3 月の補助金制度終了により住宅用太陽光発電の導入スピードは一時落ち込

んだものの、2009 年 11 月から開始した余剰電力買取制度が再び住宅用太陽光発電を

急拡大させた。買取価格が家庭用電気料金の倍額に近いことや、余剰電力買取制度

に先駆けて再開した補助金制度も相まって、2009年以降はそれまで以上に急速に導入

が進んだ。現在は、2012 年 7 月から開始した FIT に移行し、住宅用太陽光発電は累計

で 200 万戸以上の住宅へ搭載されるに至っている（【図表 1、2】）。 

しかし 2013 年度に補助金が終了したことに加え、FIT 開始後は多くの住宅用太陽光発

電システムの販売事業者が戦略を転換し、住宅用よりも一件あたりの設備容量及び売

上高の大きな非住宅用に移行したことも影響し、2014 年度の導入件数は大幅に減少し

た。さらに、2014 年秋に発生した九州電力管内における接続保留問題3をきっかけに出

力制御4のルールが見直され、東京電力・関西電力・中部電力以外の電力会社管内で

住宅用太陽光発電が出力制御の対象となったことも、消費者心理にマイナスに働く要

因になった。実際の出力制御の運用面では 10kW 以上の太陽光発電の制御が先行さ

れ、10kW 未満の住宅用太陽光発電に関しては優先的な取り扱いがされる見込みでは

あるが、出力制御が不安要素のひとつとなり、導入意欲が低下した。 

このように、住宅用太陽光発電は政策に大きく影響を受けながら拡大を続けてきたが、

足下では補助金の終了に加え、販売事業者の戦略転換、接続保留問題等も相まって、

成長が鈍化している。 

【図表 1】 住宅用太陽光発電の導入件数推移 【図表 2】 住宅用太陽光発電をめぐる政策等の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）新エネルギー財団資料、太陽光発電協会資料、 
経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）新エネルギー財団資料、太陽光発電協会資料、 
経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

                                                   
3 FIT開始以降、太陽光発電を中心に再生可能エネルギーが急速拡大している状況下、九州電力では、2014年 3月の 1 ヶ月間で、それまでの 1年分の

申込量に相当する太陽光発電の接続契約申込が集中。申込量の全てを接続した場合、安定した電力供給に支障をきたす懸念があることから、2014年

9月 24日、九州電力は接続申込に対する回答の保留を発表。これに続き、同月 30日には北海道・東北・四国電力も同様に接続申込への回答保留を

発表。 
4 電気は常に需要と供給を一致させる必要があり、需給バランスが崩れると電気の安定供給に支障をきたすおそれがある。電力の供給が需要を上回る場

合、電力会社は火力発電を最低出力まで抑制するなどして供給を絞り込むが、それでもなお供給が需要を上回る際には、再エネの発電量を抑える出力

制御が実施される。 
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2． 住宅用太陽光発電市場回復への期待 

足下では導入件数が大幅に減少した住宅用太陽光発電であるが、その導入推移を既

築住宅・新築住宅に分けて分析すると、導入件数の減少は既築住宅向けが著しい（【図

表 3】）。既築向け太陽光発電の流通構造は、メーカーから消費者に至るまでに代理店

や販売会社を経由するのが一般的であり、上述の販売事業者の戦略転換は、特に既

築住宅向け太陽光発電の導入件数減少に影響を及ぼしていると考えられる。一方で新

築住宅向けは、補助金終了等の影響により 2014年度は件数が減少したものの、比較的

安定的な推移が見られる（【図表 3】）。また、国土交通省が発表した 2015 年度住宅市

場動向調査によると、新築住宅への太陽光発電の搭載率は着実に上昇しており、特に

注文住宅においては、2015 年度で 43%超と半数に迫っている（【図表 4】）。このことから、

新築住宅向け太陽光発電の導入においては、補助金や FIT といった国の支援による経

済合理性の確保に加えて、ハウスメーカーや工務店等による太陽光発電搭載率の向上

に向けた取り組みが相応に影響し、住宅用太陽光発電の拡大に寄与する可能性もある

と考えられる。 

【図表 3】 住宅用太陽光発電の導入件数推移 

（新築・既築別） 

【図表 4】 新築戸建住宅における太陽光発電の搭載率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）新エネルギー財団資料、太陽光発電協会資料、 
経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

（注）2014年度は、太陽光発電協会資料、経済産業省資料を 

もとに、みずほ銀行産業調査部推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国土交通省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

さらに、地球温暖化対策が将来的に不可欠という観点からも、住宅用太陽光発電が再

び脚光を浴びる可能性がある。2015 年 12 月 12 日、気候変動枠組条約第 21 回締約

国会議（COP21）で地球温暖化対策の新しい法的枠組みを定めた「パリ協定」が採択さ

れた。このパリ協定は地球温暖化対策に向け、途上国を含むすべての国が参加する合

意であり、世界共通の長期目標として世界の平均気温上昇を産業革命前と比べて 2℃

より十分下方に抑える目標（2℃目標）が定められた。 

日本は COP21 に先立ち、温室効果ガスを 2030 年度までに 2013 年度比 26%削減する

との目標を掲げた約束草案を国連気候変動枠組条約事務局に提出した。温室効果ガ

ス 26%の削減目標は、その大部分をエネルギー起源 CO2 の削減によって達成するとし

ており、エネルギー起源CO2の削減目標を部門別にみると、「家庭部門」はマイナス 39%

と大幅な削減が求められている（【図表 5】）。また、CO2 削減量を他部門と比較すると、

「家庭部門」は「業務その他部門」に次いで 2 番目に高く（【図表 6】）、家庭部門におけ

る CO2 削減への取り組みは、我が国全体の目標達成において重要視されていると言え

よう。 
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【図表 5】 部門別のエネルギー起源 CO2削減目標 

 

【図表 6】 部門別のエネルギー起源 CO2削減目標 

（数値詳細） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

経済産業省は、日本の約束草案の根拠であり、2030年におけるエネルギー需給構造の

あるべき姿を示す「長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）」を 2015 年 7 月に

策定した。エネルギーミックスの実現には、石油危機後並みの大幅なエネルギー効率改

善のため徹底した省エネの推進が重要な取り組みの一つとされている。その中で、家庭

部門における対策のひとつが、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現による住宅

の省エネ化である。 

ZEH とは、住宅の高断熱化と高効率設備により、エネルギーを極力必要としない快適な

室内環境と大幅な省エネルギーを同時に実現した上で、太陽光発電等によってエネル

ギーを創り、年間に消費する正味（ネット）のエネルギー量が概ねゼロ以下となる住宅を

指す（【図表 7】）。このような省エネと創エネを実現する ZEH の普及により、家庭部門に

おけるエネルギー需給構造が抜本的に改善されることが期待されている。日本政府は、

｢2020 年までに新築戸建住宅の過半数を ZEH とする｣5目標を掲げ、その達成に向けて

2015 年 12 月に ZEH ロードマップをとりまとめ、補助金制度等、ZEH の普及に向けた取

り組みを行っている（【図表 8】）。 

【図表 7】 ZEH のしくみ 

 

【図表 8】 我が国の ZEH ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）経済産業省資料よりみずほ銀行産業調査部作成 

                                                   
5 仮に、この政府目標が実現された場合に新たに発生する住宅用太陽光発電の需要を 2014年度のデータを用いて計算すると、3万件近く（2014年度の

新設持家戸建着工戸数 275千戸の半数にあたる 138千戸から、2014年度の新築住宅向け太陽光発電の導入件数約 110千件（みずほ銀行産業調査

部推計）を差し引いた数字）に上る。 
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すでに大手ハウスメーカーを中心に ZEHへの積極的な取り組みが見られる。例えば、環

境大臣と環境保全に関する取り組みを約束する「エコ・ファースト企業」に認定されてい

る積水ハウスは、新築戸建住宅への ZEH の普及率が 2015 年度には 71%に達し、さら

に 2020 年までに 80%とする目標6を掲げる。全国的にも国の補助金を使った ZEH の建

設件数は 2016 年度には 6,356 件7と、補助金制度が始まった 2012 年度の 443 件から

大幅に増加した。2017 年度も補助金制度は継続される見込みであり、建設件数はさら

に増えるものと思われる。ZEH の実現には、エネルギーを創る手段として太陽光発電の

設置が必須となる。今後事業者の取り組みも相まって ZEH が拡大していけば、太陽光

発電の拡大に直結していくことになり、住宅用太陽光発電の安定的な成長が期待される。 

3． 変化が期待される住宅用太陽光発電の在り方 

導入量において安定的な成長が期待される住宅用太陽光発電であるが、さらに持続的

な発展を続けていくためには、住宅用太陽光発電の役割に変化が求められよう。2019

年以降は、2009 年に開始した余剰電力買取制度の認定を受けた住宅用太陽光発電が

10 年間の買取期間の終了を迎え始めるが、買取期間終了後は電力会社が FIT 価格で

買い取る義務がなくなるため、売電価格は大幅に下がる見通しである。そこで消費者の

意識は余剰電力の売電から、余剰電力分を蓄電池に貯めて夜間使う、昼間に CO2 冷

媒ヒートポンプ給湯機（エコキュート）を動かして電力需要を創出する等によって自家消

費分を増加させることに向かうと考えられる。 

さらに、FIT 制度自体が終了した後に新たに導入される住宅用太陽光発電ではどうだろ

うか。FIT制度は、固定価格での長期買取を保証することで再生可能エネルギーの普及

拡大を促し、市場拡大に伴うコスト低減を図ることで再生可能エネルギーが FIT に依存

することなく自立的に導入されていくことを目的とした制度である。従って、いずれは終了

を迎える可能性があるが、太陽光発電システムの価格は低下傾向にあり、太陽光発電

の発電コストが家庭用電気料金を下回ることが見込まれることから、将来的に FIT による

支援が得られない環境下においても、発電した電気を自家消費することで電力料金の

節約というメリットを享受できる。このことに鑑みれば、FIT 制度終了後に導入される住宅

用太陽光発電もまた、自家消費型の需要が増すと考えられる。 

従来の売電型から自家消費型への移行が想定される時代に向け、ハウスメーカーをは

じめとする関連事業者は、自家消費型住宅の価値向上に向けた事業戦略を進めている。

自家消費率の向上に向け、太陽光発電単体ではなく、太陽光発電という創エネ機器と、

蓄電池やエコキュート等の蓄エネ機器を組み合わせたエネルギーシステムとしての展開

が求められる。ハウスメーカー各社はこのようなエネルギーシステムを搭載した自家消費

型の住宅を展開し、蓄電池メーカー各社は小型で安価な住宅用蓄電池の開発・販売を

目指している。 

さらに、現在政府は、地域に点在する創エネ機器、蓄エネ機器や電力の需要管理シス

テムなどを統合的に制御し、あたかも一つの発電所のように機能させるバーチャルパワ

ープラント（VPP）の構築に向けた検討を進めている。2016 年には経済産業省による「バ

ーチャルパワープラント構築実証事業」で 7 件が採択され、事業化が期待されている。こ

のような新しい技術が進展し、将来的には、分散的に導入されている住宅のエネルギー

システムを、単一の住宅のみでなく、地域全体でより有効的に活用する取り組みが加速

化していくと推察される。 

4． おわりに 

FIT によって急成長した住宅用太陽光発電は、導入拡大ペースが足下鈍化しているも

のの、ハウスメーカーや工務店等による取り組みや国の省エネ政策が後押しとなり、今

後も新築住宅を中心に成長する可能性がある。但し、住宅用太陽光発電の更なる拡大

                                                   
6 北海道以外の都道府県における ZEH普及目標。 
7 2016年度補助金制度の事業期間（2016年 6月下旬～2017年 1月下旬）における新設持家着工戸数約 175千戸の内、補助金件数 6,356件が占める

割合は約 3.6%。但し、全ての ZEHが補助金の交付を受けて建設される訳ではないため、実際の ZEH割合は補助金件数割合以上となる。 
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のためには、FITに頼らない自立的な電源として普及し、将来的には地域全体の効率的

なエネルギー活用において重要な一翼を担う電源へと変化していくことが必要となろう。 

足下では、住宅用太陽光発電の拡大の原動力となる ZEH 普及、及び自家消費率向上

に向けた事業者の取り組みが注目される。しかし、ZEH の建築コスト、及び自家消費の

効率化や VPP の構築に向けて拡大が期待される蓄電システム等のコストが依然高いこ

とは、消費者にとって導入の障壁となっている。斯かる課題の解決に向けて、事業者の

コスト低減努力に加え、我が国の効率的なエネルギー活用のために、官民が連携して

研究開発を推進することも有効であろう。 

住宅用太陽光発電は、経済合理性のみならず、環境問題への対応を含む社会的な意

義も見出せるエネルギーである。官民連携により事業環境整備が進められ、住宅用太

陽光発電が、自立的・安定的に導入されて持続的に成長し、地域の新しいエネルギー

システムの構築に向けて発展することを期待したい。 
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